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1 はじめに

発破を用いた地盤の締固めは、ヨーロッパや北米を中心に 50年以上の歴史を持ち、施工例も数多く

報告されている。この工法は、グリッド状に複数配置した発破を爆裂させることによって、地盤の粒子

構造を破壊・再構成させ、地盤を密実化させるものである。発破の効果によって、緩い砂地盤が締め固

まることから、液状化対策工法としての利用を目的に現場実験を行ない、その適用性を検討‘した。
発破を利用した液状化対策が実現すれば、広範囲な領域を、特殊な機械を使用せず、短期間にかつ経

済的に施工することが可能となり、大規模な埋立地や造成地等への適用のみならず、構造物の重要度と

経済性の視点から、従来、液状化対策が施されなかった地盤に対しでも適用できる可能性がある。一方、

発破を用いた本工法では、爆裂にともなう振動・騒音の問題は避けられず、それらが周囲に及ぼす影響

について十分検討しておく必要がある。本報告は、発破を用いた液状化対策工法の適用性、効果の確認

と周辺環境への影響を検討することを目的とした現場実験の結果について示すものである。

2 実験概要

2. 1 地盤条件

図 1に現場実験を行った地盤の柱状図を示す。当

該地盤は1970年代に埋立てられた東京湾岸の埋立地で、

N値が2～ 7程度の軟弱な粘土質シルト層およびシル

ト分を多く含む細砂層で構成されており（図 2参

照）、地下水位はおよそGL4.3mに位置している。今回

の実験では、 GL.-6. 55m～ GL. -11. 4mに存在する緩いシ

ルト質細砂層を液状化対策の対象層とした。

2.2 実験方法

実験ケースを表－ 1に、発破孔配置を図－ 3に示す。

実験は、発破による振動・騒音の影響の把握と本実験

の装薬量を決定するための、 1孔のみの発破による予

備実験を 3回行い、その後本実験として、グリッド状

に配置した複数孔の発破を実施した。

装薬位置は、シルト質細砂層を対象としていること

から、 2段装薬時ではGL-7.5mおよびGL.-10. 5mの2ヶ

所に、 1段装薬時では、 GL-10.5mとした。

2.3 計測

計測項目及ぴ計測方法を表 2に示す。また、図

4には間隙水圧計の設置状況を示す。

表 1 実験ケース
実験ケス 発破孔（本） 装楽量および装薬位置

予備実験ー1 1 lkg (GL.-10.5m) 

予備実験－2 1 3kg (GL.-10.5m) 

予備実験－3
1 2kg (GL.-7.5m) 

3kg (GL.-10.5m) 

本実験 12 
2kg (GL.-7.5m) 
3kg (GL.-10.5m) 
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図－ 1 対象サイトの地盤柱状図
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－計測項目 目的 計測方法 計視ijf立置
間隙水圧 液状化の程度の把握 間隙bj（圧言十による 図3,4参照

静ひずみ測定

地表面沈下量 向上 レベルによる測量 図3参照
地表面適度 発破振動性状の把握 3成分速度計によ 図5参照

る測定

公害振動・騒音振動・騒音 振動レベル計 図5参照
レベル性状の把握 騒音レベル計

表－ 2 計測項目及び計測方法

図－ 3 発破孔と間隙水圧計の配置図

3 実験結果

3.1 発破による地表面速度
予備実験一2と本実験－1の地表面速

度（上下動）の時刻歴を図 6、7
に示す。発破孔近傍では、爆裂によ

るP波が卓越し最大速度が生じてい
るが、発破孔からの距離がlOOm程度
になると、明瞭なP波は見られず、
振動数3Hz程度I）の波が卓越し、そ

の部分で最大応答が生じている。

図－ 8には、予備実験及び本実験
で観測された上下動の最大速度値と

両ケ スの火薬の装薬量で正規化さ
れた距離（スケールテYスタンス） との関係を但

図示する。これらの関係は、総装薬

量、発破孔数に係わらず、発破孔の
最大装薬量に依存し、ほほ l本の直

線で、近似できる。 1孔の試験発破に

。おいて複数点での地盤振動を測定す

るこJとにより、上下動の最大速度値
とスケーJレディスタンス関係が求め

られ、これを利用して施工時の発破

による地盤振動を予測することが可
能となる。
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図－ 4 間隙水圧計の設置状況
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3.2 公害振動－騒音計測

本実験での振動レベルは、発破位置lOOmでは、

最大78dBと建設作業振動規制基準の振動規準値

75dBを若干オーバーする結果となったが、発破位

置から200m離れた位置になると、振動規準値以

下となり、発破による振動レベルは予想、よりも小

さな結果となった。

表 3には、騒音レベルの計測結果を示すが、

発破締固めによる』騒音の計測結果は、約lOOm離

れると最大でも69dB(A）程度となり、騒音規制法

の騒音規準値85dB以下であった。これは、やや

騒々しい街頭の騒音レベル2）に相当する。発破に

よる騒音の継続時間は、本実験時で、最大2sec以下

であり、人が感じる騒音は計測結果よりも小さく

なるものと考えられる。なお、この地点の暗騒音

レベルは、 50dB(A）程度であった。

本実験の速度波形時刻歴図 7
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予備実験の速度波形時刻歴
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騒音測定結果
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注）実験位置の方向へ lOm程度離れた
位置に高さ2.5mのフェンスがある。
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3.3 間隙水圧

予備実験による間隙水圧の上昇量の経時変化

を図 9に示す。なお、予備実験は30分間隔で実



施したため、過剰間隙水圧が完全に消散する前に

次の発破を実施している。間隙水圧の測定間隔は

.10秒とした。

予備実験より得られた、発破による過剰間隙水

圧上昇量をもとに、発破孔をグリッド状に配置し

た本実験時の配置間隔を検討しだ。発破による液

状化対策工法では、発破により対策地盤を完全液

状化させることがより効果的である。図－10には、
予備実験時の装薬量で正規化した発破孔からの

距離と過剰間隙水圧比の関係を示す。図中の直線

は計測結果より推定した近似直線である。

予備実験より得られた近似式より、装薬量Wを

3kgと仮定すると、過剰間隙水圧比が1.0（液状化）

まで上昇する領域は、発破子しから3.3m（発破孔間

隔6.6m）以内となるため、本実験における、発破

孔間隔を6mと設定した。

3.4 地表面沈下

図ー11に地表面沈下量の経時変化を示す。沈下

は、本実験終了直後で、最大30cm程度発生しており、

その後、時間の経過とともに増加しているが、 2

週後から 4週後の沈下量の増加量は、最大でlcm

程度となり、沈下はほぼ収束していることが見て

とれる。図 12には地表面沈下量分布を、図 13 

には発破 2週後の沈下量コンターと地表面クラ

ックを重ね合わせた図を示す。沈下は対策範囲を

中心にして対称な性状を示し、発破範囲の中心で

は最大38cm、対策範囲境界部分でも約2lcmの沈

下が生じている。

クラックは、発破直後に対策範囲を中心として

円形に近い形で生じ、時間の経過とともにクラッ

クどうしがつながるとともに、クラック幅の増加

が見られた。

一方、地表面沈下量には、シルト質細砂層の上

の盛土層の沈下量も含まれている。このため、シ

ルト質砂層上部まで設置した塩ピ管の実験前後

の突出高さから、盛土層の沈下量を推定した。こ

の結果、発破締固めの対象としたシルト質細砂層

の沈下量は、本実験終了2週間後で 18～3lcmと

なり、シルト質細砂層厚（ 5 m）に対して約4～

6%の体積圧縮量となった。

4 考察

4.1 サウンヂインターによる対策効果の確認

発破による改良効果を確認するため、スウェー

デン式サウンデイングを発破前と直後、 1週間後、

2週間後ならびに 4週間後に実施した。結果を図

14に、また、発破前と 4週間後の貫入量lm当
たりの半回転数の頻度分布を図 15に示す。液状

化が生じている発破直後を除いて、時間の経過と

ともに貫入抵抗は増加している。また、対象層の

貫入抵抗の平均値でみると、実験前と 4週間後で

は1.4倍に強度増加していることが分かる。
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図－ 9 間隙水圧測定結果
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図－ 1 1 地表面沈下量計測結果
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4.2 標準貫入試験による対策効果の確認
図－16に実験前と 4週間後の標準貫入試験の結果を

示す。実験前のN値は、対策対象層でN=2～ 7、平均で
N=4程度、 4週後ではN=4～9、平均でN=6程度の結
果である。この結果から、実験前後のN値の変化は平均
で約 1.5倍であり、大幅なN値の増加は見られない結果 J

となった。これは、対象層の細粒分合有率が30%以上と
非常に高かったことが原因と考えられ、一般的な液状化
が懸念される地盤においては、さらに対策効果が上がる
ものと考えられる。

対策対象層のN値から求めた推定液状化強度比Rを
図 17に示す。液状化強度比の算出は、道路橋示方書・
同解説V、耐震設計編の液状化発生の予測式を用いた。
この結果から、液状化強度比の増加率は、 GL-9.3m位置
で約 1.3、全体の平均で約 1.2となっている。

80 100 

a

後

i

宣！

？
汗
J
川一

貫入量lm当たりの半回転数（Nsw)

’A
z
 

i
l
i－
－

I
l
l
1
1
i
1
1
I
l
l
i－
－
！

1
1
1
1
i
w伺
ド

！
ー
直

ふ
中
八

I
l
i－
－

l
i
l－
－

1
1
1
1
1
1
l
i－
－

l
l佐
羽
t

o
J

笑

ε 

世 10

限 11

12 

スウェーデン式サウンデイングの結果

深 ヰ主 N f直
度 1伏 土質区分
(m) 図 102'.J3J40 

． 
盛土 4
倒〉質：琳） ． 

戸拳」

5.80 ' 
6.55 よ：，；レ昔ト日

7~ 9 
事田裕、

相

｜凸＇~ 
11.40 

下部
シJレ卜

用リ

戸二二ー -1：－；辺｜レ一 一ー
ト一一』一一

図 14 

25 

20 

15 

新

制 10

20 

15 

主話

回 10

13 

標準貫入試験結果（事前と 4週後）図－ 16 

η
t
 

ウ

t

貫入抵抗値の頻度分布
（サウンデイング試験）

図 15 



4.3 微動探査法による対策効果の確認

微動探査法3）により実験前と 4週後のS波速度

構造を評価した。結果を図－18に示す。対策対象
層の S波速度は、実験前で 143m/s、 4週後で
157m/sとl割程度の増加となっている。

盛土層と粘土質シルト層において、 S波速度が
4週間後で2割程度減少している。これは、 S波

速度の結果は、各層の平均速度であるため、発破
振動により盛土層の上部（2m程度まで）がゆる

んだ影響を、そのまま層のS波速度としているた

めと考えられる。

以上のように改良範囲のS波速度にも、サウン
デイング試験や標準貫入試験結果と同様に、対策

効果が表れている。

5 まとめ

発破による液状化対策工法による対策効果の
確認、周辺環境への影響把握のための振動・騒音
計測結果について検討を加えた。実験より以下の
ことが確認された。

(1）発破による地表面沈下量は、平均で 30cm（体
積圧縮量で 6%）生じ、対象層の土質が、シルト
分を 30%以上含む細砂層であったことから、急速
な強度増加ではないものの、改良効果が得られた。
また、効果の確認に、サウンデイング試験、標準

貫入試験、微動探査法の評価手法が適用出来るこ
とも確認出来た。

(2）発破による周辺地盤の振動は、 l孔の発破
によって応答速度の距離減衰を推定でき、予備実
験、本実験ともほぼ1本の直線で近似出来た。こ
の関係から、対象とする保安物件の許容値より、

施工時の装薬量、施工位置の決定が可能である。
(3）発破による騒音は、地中での発破であり地

表への土砂の飛散等は起こらないため、騒音レベ
ルは予想以上に低い値が得られた。

以上、振動・騒音の面で課題は残るものの、広
い範囲を経済的にしかも短期間で改良できる可
能性があることが確認できた。今後は、発破孔の
削孔・設置方法の改善、完爆の確認方法や周辺の

地盤振動の制御方法の検討を加えて行きたい。
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